
福井県敦賀市の管理型最終処分場は、埋立許容量9万m3を大幅に
超過する119万m3もの廃棄物を受け入れていた。行政から措置命
令などを受けたが処分場業者は破産。行政が対策工事など必要な措
置を実施し、それに要した費用のうち敦賀市が負担した約20億円に
ついて、当該処分場に廃棄物の搬入を行っていた排出自治体に費用
を支払うよう敦賀市は請求した。一部の自治体が支払いを拒んだた
め市が提訴した。
排出自治体は、廃棄物の不適切な処分によって生活環境の保全上

支障などを生じさせた場合には、支障除去又は防止のために必要な
措置を講ずる義務を負うか否か。本稿では市町村の処理責任および
排出事業者責任などに関する重要裁判について解説する。なお本件
で、市町村は一般廃棄物について支障除去等の包括的措置義務があ
り、民間の最終処分場に委託した後も免責されないと裁判所は判断
している（一部控訴審で係属中）。民間の排出事業者も同様の責任
を負うか。
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あるキンキクリーンセンターから基準値を超える汚染水が
排出されていることをきっかけとして、許可取消処分がな
された後、同処分場を有するキンキクリーンセンター株式
会社が破産開始決定を受けたという事案において、敦賀市
が民法上の「事務管理」に基づく支障除去等に要した費用
の償還を排出自治体に請求した、という事案である。
本稿では、自治体間の争いが問題となった本事案を踏ま
え、自治体が民間企業に対策工事費用を請求する場合につ
いても検討したい。

１．キンキクリーンセンター事件の概要

本事案は、キンキクリーンセンター株式会社（以下、「A
社」という）が、福井県敦賀市において、許可容量９万
m3のところ、一般廃棄物約35万m3（トン）、産業廃棄物
約84万m3（トン）、合計119万m3（トン）の廃棄物を搬入
し、違法に処分したという事案である。平成11年に至っ
て、周辺河川では排出基準を超える全窒素、溶解性マンガ
ンが検出されたため、平成12年８月に搬入中止の行政指
導が行われた。さらに、平成13年９月に福井県よりA社
の産業廃棄物収集運搬及び処分業の許可が取り消されたと

はじめに

民間の最終処分場が破産し、しかも、当該最終処分場に
許可容量を大きく超える大量の廃棄物が違法に処分され、
周辺河川には基準値を超える汚染水が流入するなどの状況
が発生していた。このような状況下で、最終処分地が存在
している自治体（以下、「立地自治体」という）としては、
住民の生活環境保全のために環境改善のための措置を執ら
ざるを得ない。
その場合、対策を行った立地自治体は、措置に要した費
用を誰に請求すべきであろうか。当該最終処分場の経営主
体に対して請求すべきことは当然である。しかし、当該経
営主体が上記のように破産等の理由により費用を支払うこ
とができない場合、立地自治体の請求先として考えられる
のが、当該最終処分場に廃棄物を搬入していた排出元であ
る排出事業者である。当該排出事業者に廃棄物処理法上の
違法があれば、措置命令によって請求することができる
が、当該排出事業者に違法がなかった場合、廃棄物処理法
上は、立地自治体は当該排出事業者に対策工事に要した費
用を請求することができない。
本判決は、福井県敦賀市に存在した民間の最終処分場で
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いう事案である（図１）。
福井県及び敦賀市は、それぞれ、A社に対し、浸出液漏
出を防止する対策等を指示する措置命令（以下「本件措置
命令」という）を発した上、本件措置命令に係る行政代執
行として、共同して、平成18年７月４日から平成25年３
月末日にかけて、水質調査、遮水擁壁の設置及び水処理施

設の整備等の工事を実施するとともに、その後現在に至る
まで、上記水処理施設の維持管理等の措置を継続して実施
している（以下、これらの水質調査、遮水擁壁の設置及び
水処理施設の整備等の工事等並びにその維持管理等の措置
を併せて「本件抜本対策措置」という）（図２）。
対策工事の費用については、福井県が全額を負担したう

図１　処分場の平面図および許可容量超過と措置費用負担額

（出典：福井県HP）
図２　本件抜本対策措置
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えで、本件処分場に搬入された産業廃棄物と一般廃棄物の
重量比等を考慮して、その負担割合を、産業廃棄物につい
ての措置命令（廃棄物処理法（以下、単に「法」という）
第19条の５）等の権限を有する県が８割、一般廃棄物に
ついて措置命令（法第19条の４）等の権限を有する敦賀
市が２割とする旨の合意を行った。
敦賀市は、負担割合の２割に相当する費用である19億
9948万2828円を福井県に支払った。この対策工事費用
について、敦賀市は、本来A社に支払請求すべきところ、
A社は平成19年に破産手続開始決定を受けたため、敦賀
市は、本件処分場に廃棄物の搬入を行っていた排出元自治
体に、搬入量等に応じて按

あん

分
ぶん

した金額を支払うよう請求し
た。その結果、多くの自治体は請求に応じたが、津山圏域
東部衛生施設組合（以下、「B」という）等一部の自治体
は支払いを拒んだ。
そのため、敦賀市が、Bを相手取って本件費用の負担割
合の支払いを求めて訴えを提起したのが第一次キンキク
リーンセンター事件訴訟（以下、「第一次訴訟」という）
である。また、費用の支払いを拒んだ那須組合、東金市組

合、高座組合、穂高組合、下諏訪町（以下、総称して「C」
という）に対して訴えを提起したのが第二次キンキクリー
ンセンター事件訴訟（以下、「第二次訴訟」という）であ
る（図３）。
争点は多岐にわたるが、敦賀市がBないしCに対して
行った「事務管理」に基づく費用償還請求の可否を中心と
してみていきたい。

２．事務管理とは

判例を紹介する前に、「事務管理」について説明してお
きたい。
「事務管理」とは、聞きなれない言葉かもしれないが、
民法上の制度であり、「他人の事務」を義務もないのに行
うことをいう（民法697条第１項）。たとえば、「頼まれた
わけでもないのに病人を病院に連れて行く」、などの行為
がそれにあたる。「病院に連れて行く」という行為が「他
人（甲）の事務」であり、委任契約などの契約上の義務が
ないのに「他人（甲）の事務」を行うことを「事務管理」

図３　支払いを拒んだ一部の自治体に費用を請求



48

シリーズ連載

環境管理│2023年１月号│vol.59　No.1

という。事務管理が成立した場合には、管理者は、本人
（甲）が事務を行うことができるようになるまで、一定の
注意を払って事務を行う必要があるほか、管理者が事務を
行うにあたって支出した費用について、一定の条件のもと
に償還請求できることになる（民法702条第１項）。もっ
とも、事務管理の成立のためには、「他人（甲）のために」
行うこと、「本人（甲）の意思に反しないこと、あるいは
本人（甲）のために不利であることが明らかでないこと」
が必要とされる。
事務管理の成立のために要件をまとめると下記のとおり
である。

〈事務管理の成立要件〉
①他人（甲）の事務を始めること
②他人（甲）のためにすること
③（他人（甲）のためにする）義務なく行うこと
④�本人（甲）の意思に反しないこと、または本人（甲）
のために不利であることが明らかでないこと

３．判決の紹介

（1）第一次訴訟判決（平成29年９月27日 福井地裁判決）
ア　�B（排出元自治体）の本件抜本対策措置を講じるべき

義務の有無
（ア）一般廃棄物に関する市町村の処理責任
法は、一般廃棄物について「市町村をその処理責任の
主体と定めて、一般廃棄物の処理についての統括的な責
任を負わせている。」
（イ）生活環境保全上の支障の除去等の義務について
「市町村がその統括的な責任に基づいて講じるべき
「必要な措置」とは、一般廃棄物の不適正な処理の結果
生じる生活環境保全上の支障の除去又は発生の防止のた
めに必要な一切の措置を含むものと解するのが合理的で
ある。
そうすると、市町村は、一般廃棄物の処理について、
このような支障除去等のために必要な一切の措置を講じ
るべき法的義務（以下「支障除去等の包括的措置義務」
という。）を負うというのが相当である。」
（ウ）�排出元自治体は委託をした後、一般廃棄物処理に

ついての責任を免れるか
市町村は、①一般廃棄物の処理を委託した場合であっ
ても、（再委託の禁止の原則から）一般廃棄物の処理を
実際に行う者を把握し得ること、②委託後もなお、一般
廃棄物の処理に関する基本的な計画は自ら作成すべきこ
と、③一般廃棄物の処分の場所及び方法の決定も受託者

に委ねられないことからすれば、…「市町村は、一般廃
棄物の処理を他人に委託した場合であっても、支障除去
等の包括的措置義務を負うと解するのが相当である」。
（エ）結論
排出元自治体のBは、「キンキクリーンセンターに処
理を委託した一般廃棄物の不適正な処理の結果生じた生
活環境保全上の支障の除去等のために必要な一切の措置
を講じるべき義務（支障除去等の包括的措置義務）を
負っており、本件抜本対策措置は、「本件処分場におけ
る一般廃棄物を含む廃棄物の不適正な処理の結果生じた
生活環境保全上の支障を除去するために必要な措置であ
ることは明らかであるから、（Bは）これを講じるべき
義務を負っていたと認められる。」

イ　原告自身の本件抜本対策措置を講じるべき義務の有無
原告自身（敦賀市）も下水道事業活動に伴って産業廃棄
物である下水汚泥を排出している排出事業者として、「産
業廃棄物の不適正な処理の結果生じる生活環境保全上の支
障の除去等のために必要な一切の措置」を講ずる義務があ
る。
また、産業廃棄物の排出事業者が、産業廃棄物の処理を
他人に委託した場合であっても、排出事業者は、支障除去
等の包括的措置義務を負う。

ウ　�原告の費用の支払いが「他人（B）のためにする」意
思をもってなされたか
原告（敦賀市）、B及びB以外の排出元自治体はいずれ
も本件抜本対策措置を講じる義務があり、本件処分場にお
いては、一般廃棄物と産業廃棄物が混然一体として処分さ
れており、物理的に不可分な状態となっていたことからす
ると、「民法719条１項を準用して、原告及び承継前被告
を含む本件排出市町村は、本件処分場に処分された全ての
廃棄物との関係において本件抜本対策措置を講じるべき義
務を負い、これらの義務相互の関係は、不真正連帯債務に
準ずるものと解するのが相当」である。
原告（敦賀市）、B及びB以外の排出元自治体との責任
の内部負担割合は公平の見地から「それぞれの廃棄物の排
出量に応じた負担部分を認めるのが相当」である。
そして、事務管理においては自己の事務を超える部分に
ついては他人の事務となり、連帯して給付を行う義務を負
う複数の者のうち一部の者が自己の負担部分を超えて義務
を履行した場合には、その超える部分については他人の事
務を管理したものと解される。
したがって、原告自身の負担割合を超える部分について
は、原告が、Bのためにする意思をもって事務管理として
支払ったものと認めるのが相当である。
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エ　�原告の支払った費用がBのための有益な費用に当た 
るか
本件抜本対策措置に要した費用のうち、少なくともBの
負担部分に相当する金額はBにとっての有益な費用に当�
たる。

（2）第二次訴訟判決（令和３年３月29日 福井地裁判決）
ア　�排出自治体であるBが生活環境の保全上必要な措置を

講ずる義務を負うか（立地自治体である原告ないし福
井県が同義務を負うか否か。）

（ア）一般廃棄物の排出自治体の負う義務について
法は、「一般廃棄物については、…市町村をその処理
責任の主体と定めて、一般廃棄物の処理についての統括
的な責任を負わせている。これは、一般廃棄物の処理に
関する事業は、市町村の住民の生活に必要不可欠な公共
性の高いものであり、その遂行に支障が生じた場合に
は、市町村の区域の衛生や環境が悪化する事態を招来
し、ひいては、一定の範囲で市町村の住民の健康や生活
環境に被害や影響が及ぶ危険が生じ得るものである一方
で、一般廃棄物の個々の排出者にその処理の責任を負わ
せることが必ずしも現実的・実効的ではないことに鑑み
ると、市町村にその処理の統括的な責任を負わせるのが
最も適切かつ合理的であることによるものと解される。」
（イ）委託による処分の場合について
市町村が、一般廃棄物の処理を他人に委託する場合に
は、委託基準に従わなければならないが、「同基準にお
いては、…①市町村は一般廃棄物の処理に関する基本的
な計画の作成を委託しないこと（同条４号）、②市町村
において一般廃棄物の処分の場所及び方法を指定するこ
と（同条７号）、③一般廃棄物の処分の場所が、当該委
託処分をした市町村以外の区域の市町村にあるときは、
その区域に含まれる市町村に対し、あらかじめ、当該委
託処分の場所の所在地（埋立処分を委託する場合にあっ
ては、埋立地の所在地、面積及び残余の埋立容量）を通
知すること（同条９号のイ）、④一年以上にわたり継続
して委託するときは、当該委託に係る処分の実施状況を
一年に一回以上実地に確認すること（同条９号のロ、施
行規則１条の８）等が定められている。
これらの規定に照らせば、市町村は、一般廃棄物の処
理について主体的な地位にあるというべきであって、一
般廃棄物の処理における市町村の統括的な責任は他者に
委託することによって免れることはない」。
（ウ）小括
「以上からすれば、排出自治体は、一般廃棄物の不適
切な処分を行って、生活環境の保全上支障又はそのおそ
れを生じさせた場合には、支障除去又は防止のために必

要な措置を講ずる義務を負うというべき」

イ　原告自身の義務について
原告（敦賀市）は、本件各処分場の立地自治体として、
生活環境の保全上必要な措置を講ずる義務を負う。

ウ　「他人のために」行ったものといえるか
「法６条の２によれば、市町村は、一般廃棄物の処理を
委託した場合でも、その行為の責任は引き続き市町村が負
うものであり、受託者により不適正な処分が行われた場合
には、当該受託者と連帯して、生活環境の保全上の支障の
除去又は発生の防止のための必要な措置を講ずる義務を
負」っている。
「本件措置は、生活環境の保全上支障の除去又は発生の
防止のための必要な措置に該当することは明らかといえる
から、本件措置の実施は被告らの事務に当たるというべき
であり、原告は、「他人のために事務の管理」を行ったも
のといえる」。

エ　�被告らのためにする意思をもってなされたものといえ
るか
本件抜本対策措置は、学識経験者等を含む環境保全対策
協議会による数次の検討の結果出された報告に基づいて
「環境面の安全性、維持管理の容易性、技術上の適応性、
経済性の観点から検討がなされ」たものであり、福井県
は、上記方針の方向性に基づいて、「敦賀市民間最終処分
場に係る特定支障除去等事業実施計画」を策定し、本件措
置が実施されたものである。
したがって、本件措置は、「必要性、相当性があるとい
うべき」であり、被告らのためにする意思をもってなされ
たものといえる。

４．二つの判決と課題

（1） 二つの判決の相違
第二次訴訟判決は、現在控訴審に係属中であり、判決と
して確定しているものではない。そこで、あくまで一審判
決の限りで、ということになるが、以下の点を指摘するこ
とができると思う。
ア　�両判決とも立地自治体の排出元自治体に対する事務管

理の成立を認めていること
（ア）問題の所在
キンキクリーンセンター事件の問題意識は、実際に不
法投棄現場から有害物質等が発生し生活環境上支障が生
じているにもかかわらず、不法投棄を行った当事者が破
産等の理由により支障除去等の対策を講ずることができ
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ない場合、周辺の生活環境を保全するために不法投棄現
場の立地自治体が対策を行わざるを得ないが、排出事業
者に対しても廃棄物処理法に基づく措置義務を追及する
ことができない場合、立地自治体はその要した費用を自
己で負担すべきなのか。あるいは、自己が負担すべきで
はないとした場合、誰に対して、どのような根拠で費用
負担を求めていくのか、という点にあると思われる。
（イ）�排出元自治体に対する事務管理に基づく費用償還

請求
この問題に対して、両判決ともに、立地自治体はその
廃棄物の排出元自治体に対してその対策費用を請求でき
るとし、その法的根拠を事務管理に求めた。すなわち、
排出元自治体は、一般廃棄物処理の統括的責任を有して
おり、廃棄物により生活環境保全上の支障が生じている
場合には、支障除去等の包括的措置義務を有しており、
立地自治体が当該義務を代わりに履行した場合には、
「他人のために」当該義務を行ったものといえるとして、
原告（敦賀市）のB及びC（排出元自治体）に対する事
務管理に基づく費用償還請求を認めた。

イ　不真正連帯債務関係を負う理論構成と負担割合
もっとも、両判決は、ともに、排出元自治体に対して費
用全額の償還請求を認めていない。立地自治体も一定の限
度で費用負担をすべきであるとしたのである。その立地自
治体に責任を認めた根拠は第一次訴訟判決と第二次訴訟判
決とで異なる。
（ア）�一次訴訟判決の理論構成（平成29年９月27日 福

井地裁判決）
第一次訴訟判決では、立地自治体も本件処分場に対し
て産業廃棄物たる下水汚泥の排出事業者としての責任が
あり、排出事業者たる責任は一般廃棄物と産業廃棄物と
であると異ならないとして、産業廃棄物の排出事業者と
しての支障除去等の包括的措置義務を認めた。そして、
排出元自治体と立地自治体は、ともに支障除去等の包括
的措置義務を負うが、両者は排出量に応じた内部負担割
合を負うとして、立地自治体が内部負担割合を超えて費
用を負担した場合には、「他人のために」費用を負担し
たものとして排出元自治体に対して費用償還請求できる
とした。
（イ）�二次訴訟判決の理論構成（令和３年３月29日 福

井地裁判決）
これに対して、第二次訴訟判決は、立地自治体自身も
支障除去等の包括的措置義務を負っていると認めつつ、
その根拠を、廃棄物の排出事業者としての責任に求める
のではなく、自治体が市民らに対してその生活環境を健
全に保つ義務を負っていることに基づくとしている。そ

して、排出元自治体と立地自治体がともに支障除去等の
包括的措置義務を負っていることの関係は不真正連帯債
務に準じるものとしつつ、法は、「一次的には立地自治
体が廃棄物処理による生活環境保全上の支障又はそのお
それの発生を防止し、必要な措置を講ずることを予定し
ている」等を根拠として「原告の負担割合は、全体の７
割を下らない」としている。

（2）考察
ア　�事務管理の成立に本人の帰責性は不要であることと排

出事業者責任
両判決ともに立地自治体の排出元自治体に対する事務管
理の成立を認めている。この点で、問題となるのは、事務
管理とは、他人が本人のために事務を管理する義務なくし
て事務を管理した場合に、本人に対して有益費を償還請求
できる制度であり、本人の利益とならない場合には「有益
費」とならず、本人の意思に反して行うことができないこ
とが前提となっている（民法第700条）代わりに、事務管
理の成立にあたって本人の帰責性は必要とされていない点
である。また、排出元自治体に支障除去等の包括的措置義
務があることを前提とすれば、排出元自治体がこの義務の
履行を拒むことは許されないから、立地自治体が排出元自
治体の代わりにこの義務を履行した場合、「本人の意思に
反する」ということはできない。
一方、廃棄物処理法は、排出事業者責任の原則を規定
し、排出事業者に廃棄物処理の第一次的かつ最終的な責任
を課しつつ（法第３条第１項、第11条第１項等）、排出事
業者に廃棄物処理法違反があった場合にのみ措置命令の対
象として措置義務を認めている（法第19条の４乃至第19
条の６）。すなわち、廃棄物処理法上の帰責性が認められ
る場合にのみ措置義務を認めるとしている。廃棄物処理法
上の義務を全うした場合にも支障除去等の包括的措置義務
を負うとすることは、措置命令を受け得ることを背景とし
て排出事業者が遵守すべき義務を規定した廃棄物処理法上
の排出事業者責任規定を、意味のないものとしてしまうの
ではないか。

イ　私見
この点、第二次訴訟判決が指摘するように、排出元自治
体は「排出事業者としての支障除去等の包括的措置義務を
負う」のではなく、自治体が市民らに対してその生活環境
を健全に保つ義務を負っていることに基づく一般廃棄物処
理に対する統括的責任に基づき「支障除去等の包括的措置
義務を負う」と解すべきであると考える。
そして、廃棄物処理施設が存在する自治体が当該処理施
設に対する立入権限等の監督権を有していることからすれ
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ば（法第19条第１項、第19条の３、第19条の４）、立地
自治体と排出元自治体との関係では、第一義的には、立地
自治体が責任を負うと考えられる。もっとも、排出元自治
体も一般廃棄物の処理について統括的責任を負っているこ
とからすると、他人に処理を委託したからといってすべて
の責任を免れるとは考えることはできず、第二次的に排出
元自治体が責任を負うと考えられる。
また、第二次訴訟判決は、立地自治体と排出元自治体の
責任の関係を不真正連帯債務に準じた関係とし、内部負担
割合について立地自治体が「全体の７割を下らない」とし
たが、この内部負担割合をどのように具体化していくかは
今後の課題としたい。
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